在職老齢年金はどう変わるか
１．総報酬制について

Ⅰ．平成16年４月から総報酬制による在職老齢年金施行

　　　(平成15年４月から平成16年３月までは賞与を含まない現状通りの仕組み)

・総報酬制により賞与と月額給与から総報酬月額相当額を算出し年金の計算をする

・総報酬月額相当額とは「その者の標準報酬月額とその月以前1年間の標準賞与

額の総額を12で除して得た額とを合算して得た額」(本則第46条第1項)
Ⅱ．高年齢雇用継続基本給付金との関係

・年金の受給権者が高年齢雇用継続基本給付金を受給すると、在職老齢年金は従来

通り標準報酬月額(総報酬月額ではない)の1割を限度とした調整額を支給停止
２．60歳台前半の在職老齢年金の計算のしくみ

　Ⅰ．在職老齢年金の考え方　　（平成16年4月1日施行の厚生年金保険法附則第11条）　　　　　　　
	　　　　　　現　　　　　行
	　　　　　改　　　　　　正

	①在職中は２割の年金を支給停止

②賃金(標準報酬月額)と８割の年金(月額)の

　合計額が22万円までは賃金と８割の年金

　支給

③合計額が22万円を超える場合、賃金の

　増加２に対し年金額の１を停止

④賃金が37万円を超える場合、さらに賃金

　増加分、年金を停止
	①在職中は２割の年金を支給停止

②賃金(総報酬月額相当額)と８割の年金(月額)の合計額が28万円までは賃金と8割の年金支給

③合計額が28万円を超える場合、賃金の

　増加２に対し年金額の１を停止

④賃金が48万円を超える場合、さらに賃金

　増加分、年金を停止


　Ⅱ．支給停止額の算出

　　ⅰ「総報酬月額相当額」＋「基本月額(老齢厚生年金×0.8／12)」≦　２８万円

　　　支給停止額(年額)＝老齢厚生年金(年額)×　20％

　　ⅱ「総報酬月額相当額」＋「基本月額(老齢厚生年金×0.８／12)」＞　２８万円

　　　支給停止額(年額)＝老齢厚生年金(年額)×　20％＋下記図表１で算出した額／2

　　図表１     　　　　　　　  総…総報酬月額相当額　　　　基…基本月額
	
	基本月額28万円以下
	基本月額28万円超

	総報酬月額相当額が48万円以下
	㋐(総＋基－28万円)/2
	㋒総/2

	総報酬月額相当額が48万円超
	㋑(48万円＋基－28万円)/2

   ＋(総－48万円)
	㋓48万円/2＋(総－48万円)


　Ⅲ．具体的計算

　　（設例）昭和19年6月6日生まれ　平成１6年6月5日受給権発生　　　　　　　　　　　

　　　　　　報酬比例部分の老齢厚生年金120万円(月10万円) 

　　　　　　標準報酬22万円　　以前1年間の賞与60万円＋40万円

　　Ｑ.平成16年7月の在職老齢年金の額は？

　　総報酬月額相当額＝22万円＋(60万円＋40万円)／12＝30.3万円

　　基本月額＝120万円×0.8／12＝８万円

　　ⅰ㋐の式に該当＝(30.3万円＋8万円－28万円)／2×12＝62万円

　　ⅱ支給停止額　＝120万円×0.2＋62万円＝86万円

　　ⅲ支給額(月額)＝(老齢厚生年金－支給停止額)／12=(120万円－86万円)／12

　　　　　　　　　＝　28,333円

※計算途中の端数処理は、説明を簡略化するために万円等の単位で表した。

　　　　　

３．考えるべき事

1 平成16年３月までに賞与が支払われてかつ、在職老齢年金を受給していた場合

平成16年４月以降の受給額は一般的に減少する

2 総報酬月額相当額が短時間のうちに変動しやすい数値の為、在職老齢年金の受給

額の変動回数が増加する

　検討事項　

・十分な本人資料.データの交付
· 年金相談体制の充実

４．６０歳台後半の在職老齢年金の計算のしくみ

　Ⅰ．在職老齢年金の考え方　(平成16年４月１日改正施行の厚生年金保険法第46条)
	現　　　　行　
	改　　　　正

	1 老齢基礎年金は全額支給

2 賃金(標準報酬月額)と老齢厚生年金(報酬比例部分の月額)との合計額が37万円に達するまでは、満額の老齢厚生年金支給

3 賃金と老齢厚生年金(月額)の合計が

37万円を超える場合、賃金の増加２に対し年金額の１を停止　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	1 老齢基礎年金は全額支給

2 賃金(総報酬月額相当額)と老齢厚生年金(報酬比例部分の月額)との合計額が48万円に達するまでは、満額の老齢厚生年金支給

3 賃金と老齢厚生年金(月額)の合計が48万円を超える場合、賃金の増加２に対し年金額の１を停止　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


※　65歳以降の老齢厚生年金(報酬比例部分＋経過的加算)のうち報酬比例部分のみ、

支給停止の計算をする。(昭和60年改正法附則第62条)
　　

Ⅱ．支給停止額の算出
　支給停止額＝(総報酬月額相当額＋基本月額－48万円)/2×12

　　　　　　＝(総報酬月額相当額×12＋基本月額×12－48万円×12)/2

※注意　60歳台前半の基本月額＝特別支給の老齢厚生年金額×0.8／12

　　    　60歳台後半の基本月額＝老齢厚生年金額(報酬比例部分のみ)／12

Ⅲ．具体的計算

　  (設例)   昭和14年10月10日生まれ　　平成16年10月９日受給権発生

　　　　　　老齢基礎年金─804,200円　　

老齢厚生年金─2,122,600円（基本年金額）＋265,500円(加給年金額)

　　　　　　　(基本年金額の内訳　1,859,335円(報酬比例)+263,301円(差額加算))　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　65歳以降の月額給与44万円　賞与60万円づつ年２回

　　Ｑ.65歳以降の在職老齢年金は？

　　　総報酬月額相当額＝44万円＋(60万円＋60万円)/12＝54万円

      基本月額＝1,859,300円／12＝154,900円

　　　ⅰ支給停止額＝(総報酬月額相当額＋基本月額－48万円)/2×12

                    ＝(54万円＋154,900円－48万円)／2×12

                    ＝1,289,400円

　　　ⅱ支給額(月額)＝（基本年金額－支給停止額＋加給年金額）／12

　　　　　　　　　　＝(2,122,600円－1,289,400円＋265,500円)／12

　　　　　　　　　　＝91,558円

　　　　※計算途中の端数処理は、説明を簡略化するために百円単位で表した。

（参考文献）
　宮城準子(2002)『総報酬制の実務(Ⅳ)』（ビジネスガイドNO.596）日本法令
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